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令和８年版「山口県男女共同参画白書」について 

 

１ 目的 

〇 山口県男女共同参画推進条例に基づき、県議会への報告を行う。 

〇 計画に基づく男女共同参画社会の形成の状況や施策の推進状況等を的確に把握し、 

県民に広く情報提供を行う。 

 

 

 

 

２ 白書のポイント 

○ 「山口県男女共同参画基本計画(R8.3 改定)」に基づく男女共同参画の推進に向けた 

取組や目標指標を掲載 

○ 産学公関係団体との連携による女性の活躍促進や、家庭関係破綻や生活困窮等、様々 

  な困難な問題を抱える女性への支援及びＬＧＢＴ等理解増進などの取組を掲載 

 

３ 構成 

 

 

○ 男女共同参画の推進の状況を掲載 

〇 基本計画の体系に沿って、現況の図表と課題を掲載 

 

 

 

   ○ 令和７年度に実施した男女共同参画関連施策の主要事業を掲載 

 

 

 

   ○ 令和８年度に実施する男女共同参画関連事業を基本計画の体系に沿って掲載 

   ○ 男女共同参画基本計画の指標一覧 

 

 

 

○ 市町ごとに、男女共同参画に関する主要事業、条例制定・基本計画策定状況、 

審議会委員・議員・管理職の女性割合等を一覧形式で掲載 

 

 

 

山口県男女共同参画推進条例 第 16 条 

 知事は、毎年、県議会に、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参画に関す

る施策について報告するとともに、これを公表しなければならない。 

第１部 男女共同参画の推進における現状と課題 

第３部 令和８年度に講じようとする施策 

第４部 市町の取組 

第２部 令和７年度に講じた施策 
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基本目標Ⅰ 男女が共に活躍できる地域社会づくり 

男女が性別に関わりなくその個性と能力を十分に発揮し、社会のあらゆる分野へ参画す

ることは、活力ある地域社会づくりにおいて非常に重要である。 

そのため、女性の活躍を推進するとともに、男女が共に仕事と家庭、地域活動を両立で

きるよう、就業環境の整備や子育て支援策の充実、地域活動への参画促進など、「仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」が実現できる環境の整備を推進した。 

 

重点項目１ あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

 

Ａ 事業者等における女性の参画拡大 

◆「やまぐち女性活躍応援団」による女性活躍の取組の普及・拡大 【男女共同参画課】 

働く場における女性活躍の推進に向け、令和２年度に、経済５団体、大学リーグやまぐち、

市長会、町村会及び県の産学公の代表者で結成した「やまぐち女性活躍応援団」による女性

活躍の取組の県内への波及・拡大を図った。 

○「やまぐち女性活躍応援団」地域シンポジウムの開催 

日 時：令和７年 10 月７日（下関市）  

内 容：基調講演、地元企業事例紹介、パネルディスカッション 

対 象：企業経営者、従業員、大学生、その他どなたでも 

参加者：84 名（会場） 49 名（オンライン）※ハイブリッド開催 

○ 経営者による好事例紹介 

目  的：女性活躍を推進する企業の好事例を情報発信し、取組の普及・拡大を図る。 

掲載内容：経営者の思いを交えながら、特色ある取組等を中心に、記事を構成。 

＜やまぐち女性活躍応援団名簿＞                   R8.6 月現在 
 

団体名 役職・氏名 出身企業名等 

山口県 知事 村岡 嗣政  

山口県経営者協会 会長 横田 浩 ㈱トクヤマ 代表取締役会長執行役員  

山口県商工会議所連合会 会頭 曽我 徳将 ㈱山口銀行 頭取 

山口県商工会連合会 会長 安倍 隆史 ㈲美装工業 代表取締役社長 

山口県中小企業団体中央会 会長 喜多村 誠 防府流通センター協同組合 理事長 

山口経済同友会 代表幹事 平岡 英

雄 
㈱西京銀行 会長 

大学リーグやまぐち 会長 谷澤 幸生 国立大学法人山口大学 学長 

山口県市長会 会長 前田 晋太郎 下関市長 

山口県町村会 会長 花田 憲彦 阿武町長 

 

 

 令和７年度に講じた施策 
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◆女性管理職アドバイザー制度 【男女共同参画課】 

女性管理職のロール・モデルとなる「輝き女性サポーター」（県認定）による、県内事業

所の女性管理職等への相談支援等を実施した。令和４年度より多くの企業に利用してもらえ

るよう、社内研修への派遣の取組を開始し、制度の充実を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

◆やまぐち女性の活躍推進事業者宣言制度 【男女共同参画課】 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した企業に、広報等 

による支援を行った。 

目  的 ・女性の活躍促進に取り組む事業者の増加、気運の醸成 

対  象 

・「やまぐち男女共同参画推進事業者認証制度」による認証を受けている 

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を労働局に届け出ている 

・法令に違反する重大な事実がない 

支援内容 

・取組内容をハローワーク等の就職支援窓口へ情報提供 

・中小企業制度融資「女性活躍応援資金」の利用 

・女性活躍促進施設整備補助金による支援 

宣言事業者件数 355 件（令和７年度末） 

 

◆ＳＮＳによる女性活躍に向けた積極的な情報発信 【男女共同参画課】 

令和３年度に開設したＬＩＮＥの公式アカウントを通じ、積極的な情報配信を実施した。 

 

 

○「輝き女性サポーター」派遣による相談支援 

 ＜派遣の概要＞ 

区分 社内研修等への派遣 女性社員等へのアドバイス 

概要 
サポーターを研修や座談会に
派遣し、事例紹介を実施 

サポーター1 名つき、少人数（4
名まで）での面談に対応  

会場 
・申請者が用意した会場 
・オンライン 

・山口県庁又は山口県総合庁舎等 
・オンライン 

時間等 
・平日（社内研修実施日） 
・派遣人数、時間等は、事業所
の要望等を踏まえ、県が調整 

・平日 10 時から 16 時までの間 
・面談時間：1 回 60 分から 90 分 
・参加者数 1 回につき 4 名まで 

○「やまぐち女性活躍推進セミナー」の開催 

   日 程：令和７年 12 月 18 日  

参加者：リーダー研修 28 人、パネルディスカッション 27 人、座談会 26 人 

  内 容：リーダー研修、輝き女性サポーターとの意見交換、交流会 

○意見交換会の開催 

  日 程：令和８年２月 27 日 

  参加者：講師、輝き女性サポーター等８人 

  内 容：輝き女性サポーターとしての活動の振り返りと、女性活躍に向けて意見交換 
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◆職場での女性活躍推進事業 【山口きらめき財団】 

○「女性リーダー養成セミナー」の開催（山口県経営者協会と共催） 

  日 程：令和７年８月～11 月（４回開催） 

  参加者：企業等の管理職候補者 22 人 

  内 容：リーダーに必要とされるスキルやネットワークづくりなどを学ぶ 

○「男性管理職セミナー」の開催（山口県経営者協会と共催） 

日 程：令和７年 10 月～11 月（２回開催） 

  参加者：企業等の男性管理職 25 人 

 内 容：女性社員の特徴や新入社員の特徴と対応策などを学ぶ 

 

Ｂ 行政等における女性の参画拡大 

◆審議会等への女性の登用 【人事課】 

審議会等委員の女性登用を推進した結果、令和８年４月１日時点の登用率は 44.8%になった。 

 

◆女性職員の役付職への登用及び人材養成 【人事課】 

○「山口県女性職員活躍推進行動計画」に基づき、令和８年４月に課長級以上に占める女性

職員の割合を 18％とすることを目安に、意欲と能力のある女性職員の登用を推進。 

○女性が配置されていない職務、ポストへも積極的に女性を配置するなど、職域を拡大。 

 

◆女性教職員の役付職への登用及び人材養成 【教育政策課・教職員課】 

○「山口県教育委員会特定事業主行動計画」に基づき、令和８年度までに女性職員の割合を

25％とする目標を掲げ、更なる採用拡大と女性活躍に向けた取組を推進した。 

○優秀な女性管理職の登用を図るため、校内外の研修を充実させるとともに、管理職選考の

改善を進めた。 

  

◆女性警察職員の役職への登用及び職域の拡大 【警務課】 

○「山口県警察特定事業主行動計画」に基づき、令和８年度までに女性警察官の割合を約 12％ 

とする目標を掲げ、更なる採用拡大と女性の活躍に向けた取組を推進した結果、目標を達 

成した（令和８年４月１日現在 13.0％）。 

○県民の期待と信頼に応える強い県警察の確立に向けて制定した「山口県警察 powerful プロ 

ジェクト」の取組の一つに「業務能力の向上」を掲げ、計画的な人材育成や職員の個別事情 

に合わせた適切な活躍支援を行うなど一人一人の業務能力の向上を図る取組を推進した。 

  ○女性活躍の更なる推進に向けて、職員の相互理解を深めるために「キャリア形成」と「働き 

がい」をテーマとする意見交換会を全ての警察署で開催した。 
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Ｃ 様々な分野における女性の参画拡大 

◆県内創業・事業承継促進事業 【経営金融課】 

多様な創業や円滑な事業承継を促進するための一体的な環境整備の推進により、本県経済の持

続的な成長と雇用の場の創出を図った。 

○創業と事業承継の一体的支援の推進 

・創業・事業承継総合サポートセンターの運営 

・商工会議所等による創業・事業承継支援の取組強化 

○円滑な事業承継の促進 

・事業承継集中支援期間の設定 

・後継者育成支援プログラムの実施 

・経営課題診断の実施 

・中小Ｍ＆Ａアドバイザーの派遣 

・自社株評価による事業承継促進 

○多様な創業の実現に向けた支援 

・創業支援情報の効果的な発信 

・創業支援金・移住創業支援金の支給 

・創業支援コーディネーターの配置 

・女性起業家創出成長支援 

・社会起業家育成支援 

 

◆子育て女性等の活躍応援事業 【労働政策課】 

働く意欲のある子育て女性等を対象に、職業訓練を通じて職業能力の開発・向上を図るこ

とで、再就職を促進した。 

○職業訓練の実施 

 ・託児サービスを付加した委託訓練 

 ・離職者等再就職訓練の定員に母子家庭の母等を設定 

 

◆山口県女性活躍推進知事表彰 【男女共同参画課】 

 様々な分野、地域で活躍する女性等の功績を称え、「女性のチャレンジ賞」を３名、「男 

女共同参画社会づくり功労賞」を２名に授与した。（令和７年 10 月 22 日） 

○ 女性のチャレンジ賞 

氏 名 所属・役職等 住所地 

石井 由利子 しものせき国際交流ねっと 代表 下関市 

中村 夏江 森のなかまたち 代表 山陽小野田市 

藤田 久美 NPO 法人あくしゅ 理事長 山口市 

 

○ 男女共同参画社会づくり功労賞 

氏 名 所属・役職等 住所地 

黒川 典枝 山口大学医学部付属病院総合診療部 部長 宇部市 

益田 徳子 小郡女性団体連絡協議会 会長 山口市 
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◆女性デジタル人材育成事業 【産業人材課】 

未就業等の女性に対し、プログラミング等のデジタルスキルを習得する講座やインターン

シップを実施し、女性の就業や待遇改善を支援した。 

・「やまぐち女性デジタル人材育成コンソーシアム」の運営 

・プログラマー養成講座の実施 

・コンソーシアム参画団体等と連携した就業支援 

 

重点項目２ 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

 

Ａ 仕事と生活の調和に向けた就業環境の整備  

◆「やまぐち男女共同参画推進事業者」認証制度の推進 【男女共同参画課】 

男女共同参画に向けた自主的な活動に積極的に取り組む事業者等を県が「やまぐち男女共

同参画推進事業者」として認証する制度を推進した。（認証件数 925 件（令和７年度末）） 

◆「新しい働き方」導入支援事業 【労働政策課】 

「働き方改革」の実現に向け、時間や場所にとらわれない多様な働き方やデジタル技術の

活用により可能となる働き方など「新しい働き方」の導入等を支援した。 

・「新しい働き方」導入支援ワークショップ及び伴走支援の実施 

・やまぐち働き方改革支援センターによる企業・従業員の取組支援 

・モデル取組事例の創出・拡大 

・優良企業の取組支援 

・男性の育児参画促進重点啓発 

・休み方改革の普及啓発 

 

◆産業廃棄物適正処理推進事業 【廃棄物・リサイクル対策課】 

優良産廃処理業者を対象に、県内事業所における女性の就業環境整備への支援を実施した。 

 

◆令和７・８年度建設工事等入札参加資格審査 【監理課】 

○次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定及び届出の有無を県評価項

目とし、都道府県労働局へ届け出ている場合に加点評価した。 

○やまぐち男女共同参画推進事業者の認証を受けている者について加点評価した。 

○やまぐち女性の活躍推進事業者の登録を受けている者について加点評価した。 

○誰もが活躍できるやまぐちの企業の認定を受けている者について加点評価した。 

 

Ｂ 多様な選択を可能とする子育てや介護の支援 

◆地域子ども・子育て支援事業 【こども政策課・こども家庭課】 

子育て家庭のニーズに応じた、延長保育、放課後児童クラブ等の地域の子育て支援を推進

した。 

 

◆ヤングケアラー相談支援体制整備事業 【こども家庭課】            

ヤングケアラーを早期に把握し、適切な支援につなげるため、支援人材の育成や専門相談 

窓口の整備等の取組を実施した。 

 

やまぐち男女共同参画 

推進事業者 
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Ｃ 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 

◆デジタルを活用した採用力強化支援事業 【労働政策課】 

若者の県内就職促進に向けて、デジタルを活用した採用活動の考え方・ノウハウの習得を

支援することで、県内企業の採用力の強化を図った。 

○企業向けセミナーの開催 

デジタルを活用しながら効果的な採用活動（ホームページの活用、ＳＮＳの活用など）を

展開するために必要な知識・ノウハウを習得してもらうため、デジタルを活用した採用力

アップセミナーを開催（９回） 

○アドバイザー派遣による伴走支援 

新卒者等の採用にあたり、困難な課題を有している県内の中小企業等を対象に、デジタル

を活用した採用活動について課題解決に向けた提案等を行うアドバイザーを派遣 

 

Ｄ 多様で柔軟な働き方の導入促進と就業機会の創出 

◆介護人材確保総合対策事業 【厚政課】 

拡大、多様化する介護ニーズに対応するため、中高年層や主婦等の多様な人材の参入促進、

福祉・介護分野の魅力発信による職業イメージの向上による人材の定着促進等の総合対策を

実施した。  

  

◆やまぐち女性の就業応援事業 【労働政策課】 

    未就業女性の多様なニーズに応じた就業機会の創出やお試し就業の実施、企業に対して働

きやすい職場環境整備等への支援を行い、女性の希望に応じた就業を促進した。 

   〇女性の時間的制約に応じた雇用の創出、就業意欲の喚起・マッチング 

    内 容：未就業女性と雇用を検討する企業とのマッチングイベントの開催 

    日時等：令和７年 10 月 15 日（水）（周南会場）、10 月 22 日（水）（山口会場） 

    参加者：女性 70 人、企業 66 社 

   〇お試し就業（見学、業務体験）の実施 

   〇「女性活躍促進施設整備補助金」による職場環境整備の支援（R7 交付件数：19 件） 

 

◆シニア就業促進事業 【労働政策課】 

  未就業シニアの潜在能力や個性を活かす就業支援やお試し就業の実施により、シニアの希

望に応じた就業を促進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇アクティブシニア就業応援 

・内 容：お金や健康などの就労に関する動機づけのセミナーを開催し就業意欲を喚起 

 参加者：計 86 人（県内６会場） 

〇オンラインリスキリング講座 

 内 容：セカンドキャリアに必要な知識等の習得を支援 

参加者：70 人（６～３月） 

〇お試し就業（見学、業務体験）の実施 
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◆建設産業活性化推進事業 【監理課】 

若者や女性の県内建設産業への入職・定着の促進を図るため、建設産業の魅力発信や就職

マッチングの支援等とともに、新たな担い手を呼び込む環境整備として、週休２日の定着等、

働き方改革の推進に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

重点項目３ 地域における男女共同参画の推進 

 

Ａ 地域における男女共同参画の推進 

◆きららでキラリ！県民活動促進事業 【県民生活課】 

山口きらら博記念公園でのイベントの開催を通じて、県民活動の魅力発信や参加機会の提

供等を行い、団体の活動を活発化させるとともに、誰もがいきいきと県民活動に参加できる

環境づくりを促進した。 

○「きららでキラリ！県民つながるフェスタ」の開催 

  内 容：団体等のステージ発表、PR ブースの出展、優れた取組を行う団体の表彰等 

  開催日：令和７年 10 月 25 日（土）、26 日（日） 

  参加者：ステージ発表 ８団体、ブース出展 37 団体、運営ボランティア 延べ 35 人 

○出展者・運営ボランティア交流会等の開催 

  回 数：６回（７月、８月、10 月、１月、３月） 

  参加者：延べ 112 人 

 

Ｂ 農山漁村における男女共同参画の推進 

◆女性が輝く農林水産業づくり推進事業 【農林水産政策課】  

「第３次山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン」の実現を加速化するため、地域の

主要な担い手である農山漁村女性がその持てる能力を発揮し、地域に主体的に参画できる環

境や体制の整備を図った。 

○農山漁村男女共同参画推進会議の開催(県域１回) 

内容：農山漁村男女のパートナーシップ指標の進捗状況および関連施策について 

     山口県農山漁村女性連携会議構成団体の活動状況・情報交換 

○農山漁村男女共同参画推進会議（地域）及び「農山漁村女性の日」推進活動（８地区） 

○持続可能な生産とくらしのしくみづくり 

・農林水産業・農山漁村の未来をみんなで考えるフォーラムの開催（県域１回） 

・地域の課題解決につながる実践活動を推進する女性リーダーの育成（８地区） 

 

◆農林漁業女子ステキ・スタイル応援事業 【農林水産政策課】  

経営発展に向けた実践活動に取り組む「やまぐち農林漁業ステキ女子」を育成し、農林漁

業の働き方改革やステキ女子を応援する体制づくりを促進するなど、女性の活躍場面を多様

に創出することで“女性が働きたくなる農林漁業”の実現を目指した。 

○けんせつ小町に会おう！工事現場見学会と座談会 

日時等：令和７年８月 19 日（火）、岩国市 

参加者：女子高校生・高専生・大学生 約 40 人 

内 容：工事現場見学及びけんせつ小町（女性就業者）との意見交換会を実施 
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○農山漁村女性活躍支援センターによる専門家等の派遣（27 回） 

○女性が働きやすい農林漁業経営体づくりセミナーの開催(３回) 

○ステキ女子活躍推進補助金による女性のアイデアを活かした 

新たな取組を支援（２件） 

○やまぐち農林漁業ステキ女子リーダー育成フォーラムの開催 

（令和８年１月 27 日） 

○ステキ女子をつなげるネットワークづくりとしての 

女子会開催（県域及び８地域） 

○「やまぐち農林漁業ステキ女子」を紹介するパンフレット・動画の制作 

○応援企業等とコラボしたマルシェの開催（８回） 

 

Ｃ 防災における男女共同参画の推進  

◆地域防災力充実強化事業 【防災危機管理課】 

住民の避難行動が自発的に行われるための体制づくりと防災意識の底上げに取り組むとと

もに、女性に配慮した避難所運営を推進した。 

○ 地域の避難体制の構築 

○ 地域住民による避難所運営の推進 

○ ＡＲ機器等を活用した体験型防災啓発 

○ 避難カードを活用した防災教育 

○ 自主防災組織の育成・充実 
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基本目標Ⅱ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革 

  男女が社会の対等なパートナーとして、あらゆる分野に共に参画し、責任を分かち合い、

性別にかかわりなくその個性と能力を十分に発揮することができる「男女共同参画社会」を

実現していく上で、大きな課題として挙げられるものに「固定的な性別役割分担意識」があ

る。 

男女共同参画の視点に立った社会制度や慣行の見直しを行うとともに、あらゆる分野にお 

いて、男女共同参画について認識を深めるための取組を進め、意識の改革を推進した。 

 

重点項目４ 男女共同参画の推進に向けた意識の改革 

 

Ａ 県民意識の醸成に向けた取組の推進 

◆男女共同参画パワーアップ事業 【男女共同参画課】 

県民の男女共同参画に対する意識の一層の醸成と理解促進を図るため、男女共同参画に関

する新たなテーマ（固定的な性別役割分担意識の解消）に関するセミナーを開催した。 

○パワーアップ講座「キラリ個性！誰もが自分らしく輝く社会へ」 

  開催日：令和８年１月２４日（土） 

  内 容：基調講演：「キラリ個性！誰もが自分らしく輝く社会へ」 

事例発表及びトークセッション 

参加者：９８人 

 

◆男女共同参画推進月間（10 月）における各種普及啓発 【男女共同参画課】 

○令和７年度男女共同参画推進月間ポスターコンテストの実施 

男女共同参画に関する絵画を広く募集し、最優秀作品をポスターとして使用した。 

・応募点数 33 点   ・入賞作品 最優秀１点、優秀２点、入選５点 

                     

 

◆人権ふれあいフェスティバルの開催 【人権対策室】 

日 時 等 ：令和７年 12 月 20 日(土)、下松市 

参加者数：約 700 人 

内  容：講演会、人権啓発パネル展示、人権啓発動画上映ほか 

 

最優秀作品 林 怜央さん 

 

優秀作品 北之内 美良さん  優秀作品 田邊 優衣さん 
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◆男女共同参画普及拡大事業 【山口きらめき財団】 

○男女共同参画推進イベントの開催 

  日 程：令和７年 11 月 22 日（土） 

  参加者：60 人 

  内 容：子育て世代を対象に男女共同参画に関する意識や理解を深めるイベント 

◆男女共同参画ブラッシュアップ事業 【山口きらめき財団】 

男女共同参画を促進するための人材育成や普及啓発などに取り組む４団体を支援した。 

◆表彰事業 

  ○山口県女性活躍推進知事表彰 【男女共同参画課】 

    様々な分野、地域で活躍する女性等の功績を称え、「女性のチャレンジ賞」を３名、「男 

女共同参画社会づくり功労賞」を２名に授与した。（令和７年 10 月 22 日） 

  ○男女共同参画きらめき賞 【山口きらめき財団】 

     男女共同参画の形成等に寄与し、他の模範となる１団体に対し、男女共同参画きらめき 

    賞を授与した。（令和７年 10 月 22 日） 

 

Ｂ 人権を尊重した取組の推進 

◆ＬＧＢＴ等理解増進事業【男女共同参画課】 

  ＬＧＢＴ理解増進法に基づく、性の多様性に関する理解増進施策を実施し、性の多様性を

認め合い、誰もが安心して暮らせる地域社会を目指した取組を行った。 

○パートナーシップ宣誓制度の周知 

○弁護士による専門電話相談（法律）の実施 （相談件数：７件） 

○他の当事者等と交流し、悩みを相談できるカフェ型相談会の開催（参加者：延べ 125 人）

○性の多様性に関する基礎知識に関するリーフレットや職場での配慮などをまとめた事業

者向け性の多様性ガイドブックの周知・配布 

○性の多様性に関する基礎知識等の啓発動画（7 本）の配信 

◆人権問題に係る各種啓発活動 【人権対策室】 

○テレビＣＭ、ラジオＣＭの放送(通年） 

○部落差別解消啓発週間の実施（令和７年 11 月 11 日～11 月 17 日） 

○人権啓発推進月間の実施（令和７年 12 月） 

○啓発ポスターの配布 

◆市町等と連携した人権啓発活動の積極的推進 【人権対策室】 

○市町人権担当職員研修の実施（令和７年５月、10 月） 

○スポーツ組織と連携したスタジアム啓発等の実施（４回） 

◆人権教育指導者養成事業 【人権教育課】 

学校教育及び社会教育における人権教育の推進を図るための方策及び実践上の諸問題を研

究協議し、指導者としての資質の向上を図った。 

会議名 日時 場所 参加者等 

人権教育主管課長及び担当者合同会議 令和７年４月 16 日 山口県庁 80 人 

高等学校等管理職人権教育研究協議会 令和７年４月 22 日 山口県セミナーパーク 85 人 

小・中学校管理職人権教育研究協議会 令和７年５月８日～29 日 各地域７地区 405 人 
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高等学校等人権教育担当教員等研究協議会 令和７年５月 14 日 山口県総合保健会館 80 人 

学校・地域人権教育推進指導者研修会（１回目） 令和７年６月３日 山口県庁 40 人 

小・中学校等人権教育担当教員等研究協議会 令和７年６月10日～26日 各地域７地区 400 人 

学校・地域人権教育推進指導者研修会（２回目） 令和７年９月 12 日 山口県庁 45 人 

高等学校等ブロック別人権教育担当者研究協議会  
令和７年 11 月 26 日～ 

令和８年１月 30 日 
各地域７地区 100 人 

市町人権教育担当者研修会（学校教育・社会教育） 令和８年２月 12 日 山口県庁 40 人 

◆人権教育調査研究事業 【人権教育課】 

小・中・高等学校等の人権教育に関する事例の内容、活用等についての調査研究や、様々

な人権課題に関する研修講座等への指導者派遣による、より専門性の高い指導者の養成等を

行った。 

 

Ｃ 男性の家事・育児等参画の推進 

◆共家事・共育児行動変革促進事業 【男女共同参画課】 

男女が共に家事・育児の責任を分かち合う社会の実現のため、県民からの共家事・共育児

に係る実体験に基づく好事例を映像化し、SNS 等を用いて各世代に対し効果的に発信すること

等により、男性の行動変革や固定的な性別役割分担意識の解消を図った。 

○県民を対象とした「わたしたちの家事・育児エピソード選手権」を開催 

・募集部門：①若年層②子育て世代③シニア世代 

 ・募集対象者：県内に居住または県内に通勤・通学している全ての方 

 ・応募数：５８件（若年層：13 件、子育て世代：34 件、シニア世代:11 件） 
 
○映像作品一覧 

部門 作品タイトル・概要 原案者 

若年層 

『そして、今』 
 

大変だった出産を経て、夫が家事・育児の大切な「同志」とな

ったことで、第２子を迎えることにも喜びを感じている、パー

トナーシップの大切さを伝えるエピソード 

河村あや 

(山口市) 

子育て世代 

『できる時に、できる人が、できることを』 
 

子どもも含め、家族みんなで「できる人が、できる時に、家事

をすること」の大切さを伝えるエピソード 

匿名 

シニア世代 

『気づいた時』 
 

「家事」とは、手伝うものではなく、共にすることの大切さを

伝えるエピソード 

松下博 

(宇部市) 

 

 

 

 

 

 
 
 

○県民交流会の開催 

 一般財団法人山口県婦人教育文化会館と協働し、共家事・共育児をテーマとした県民同 

士の交流会を開催した。 

シニア世代 若年層 子育て世代 
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◆「おやじの会」※のネットワークづくり支援と設立促進 【地域連携教育推進課】 

父親等の家庭教育参加を促進するため、会の設立支援や地域活動の取組事例の報告、情報

交換を行った。 

※父親等が子どもたちのために、地域で自主的に活動する任意のボランティア団体。父親等も育児や家

庭教育に積極的にかかわっていこうという目的のもと、各小中学校の保護者等を中心に構成されている。 

○おやじの会 252 団体（令和７年度末） 

 

重点項目５ 男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進 

 

Ａ 男女共同参画を推進し、多様な選択を可能にする教育・学習の推進 

◆未来を描く！学校内子育てひろば推進事業 【こども政策課】 

中学校や高等学校内に、乳幼児親子が集う「子育てひろば」の開設を支援し、未来を担う

若い世代が、家庭や子どもを持つことの楽しさや素晴らしさを身近に感じる機会を創出した。 

◆ＰＴＡと連携した家庭教育支援 【地域連携教育推進課】 

保護者の縦と横のつながりをつくり、就学前から学齢期を通した継続的な家庭教育支援の

推進体制を構築した。 

○ＰＴＡと連携した家庭教育支援のリーフレットを通じた啓発 

○ＰＴＡ家庭教育リーダー研修会の開催 

 

Ｂ 国際交流・国際協力を通じた男女共同参画の推進  

◆青年海外派遣協力隊事業 【国際課】 

青年海外協力隊の海外派遣事業について、広報及び募集活動への協力を実施した。 
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基本目標Ⅲ 男女が健康で、安心・安全に暮らせる社会づくり 

男女共同参画社会を形成していくうえで、一人ひとりの人権が尊重されることが重要で

あり、個人に対する暴力は重大な人権侵害であることから、配偶者等からの暴力や性犯罪

など、男女間におけるあらゆる形態の暴力の根絶に向けた取組を推進した。 

また、生涯を通じた健康の支援やひとり親家庭、高齢者、障害者など全ての人が安心し

て暮らせる社会づくりを進めた。 

 

重点項目６ 男女間における暴力の根絶 

Ａ 男女間の暴力を根絶するための基盤づくり  

◆配偶者等からの暴力予防啓発の実施 【男女共同参画課】 

配偶者や交際相手からの暴力の予防啓発の強化や県男女共同参画相談センターの認知度向

上のため、啓発を行った。 

○ＤＶやデートＤＶに関するパネルやポスター、リーフレット等 

の展示 

 

 

 

 

 

 

 

 

○山口県旧県会議事堂等におけるパープルライトアップを実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ホームページ等を活用した配偶者暴力防止法・ストーカー規制法の広報活動【人身安全・少年課】 

山口県警ホームページ、各署メールマガジン等を活用し、配偶者暴力防止法、ストーカー

規制法の広報を実施した。 

◆講師・アドバイザー派遣事業 【山口きらめき財団】 

    ＤＶ・デートＤＶについて学ぶ研修会に講師を派遣した。（件数 １件、参加者 延べ 16 人） 

◆学校等でのデートＤＶ防止講座の開催 【山口きらめき財団】 

高校生、大学生等を対象としたデートＤＶ防止講座を、６月から３月にかけて、26 校（参

加者 5,438 人）で開催した。 

女性に対する暴力根絶のシンボル 

「パープルリボン」 

「デートＤＶリーフレット」 

「ＤＶリーフレット・カード」 

「山口県旧県会議事堂」 岩国市「錦帯橋」 
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◆情報モラル研修会の開催 【教育情報化推進室】 

    山口県警察及び民間事業者等との協働により、学校や家庭における情報モラル教育を推進

した。 

○令和７年度情報モラル研修会の開催 

・小学校    252 校 

・中学校    159 校 

・高等学校   161 校 

・特別支援学校  23 校    （校数は延べ数） 

 

Ｂ ＤＶ対策の推進  

◆男女共同参画相談センターによる取組 【男女共同参画課】 

配偶者暴力防止法、困難女性支援法、山口県男女共同参画推進条例、山口県配偶者暴力等

対策基本計画及び山口県困難女性支援計画に基づき、配偶者等からの暴力や男女間の様々な

問題の相談、一時保護、就労支援等を行った。 

◆配偶者暴力等（ＤＶ）対策事業 【男女共同参画課】 

山口県配偶者暴力等対策基本計画に基づき、配偶者等からの暴力の防止に係る普及啓発を

行うとともに、市町、関係機関・団体等と連携・協働し、被害者支援対策（相談、保護、自

立支援）を充実強化した。 

○市町配偶者暴力相談窓口の職員及び関係機関・団体等を対象に研修を実施 

初任者研修会（令和７年５月１４日開催） 

・研修内容    「配偶者暴力対策における県、市町の役割・取組」 

         「民間シェルターと県市町との連携」 

          ・婦人相談員から 

          ・児童虐待防止対応コーディネーターから 

          ・NPO 法人山口女性サポートネットワークから 

専門研修会 （令和７年１１月１３日開催） 

・講演    「被害者支援の立場から加害者を知る」 

講師：NPO 法人 DV 対策・予防センター九州 理事長 原 健一氏 

  ・講師との意見交換 

○ＤＶ被害者等支援の充実に資する、民間シェルターの先進的な取組を支援 

◆ＤＶ対応・児童虐待対応連携強化事業 【男女共同参画課】 

ＤＶ被害者等の子どもへの支援の充実を図るため、「児童虐待防止対応コーディネーター」

を男女共同参画相談センターに配置し、児童虐待対応との連携強化を図った。 

○同伴児への学習支援 13 名 

○同伴児への心理的ケア 20 名 

○要保護児童対策地域協議会への出席 5 件 

○個別ケース会議への出席 2 件 

○退所児童のアフターフォロー 2 件 

◆犯罪被害者等を支えるまちづくり推進事業 【県民生活課】 

犯罪被害者やその家族又は遺族に対する経済的な支援をはじめ、県民に広く犯罪被害者等

支援の必要性や二次的被害の防止に関する広報啓発活動を行い、県民が安心して暮らすこと

のできる地域社会の実現に取り組んだ。 
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◆つながるやまぐちＳＮＳ相談事業 【こども家庭課】 

子育ての悩みや虐待、ＤＶ等に関する相談に、専門職員が 24 時間・365 日、ワンストップで対

応するＳＮＳ相談窓口を開設した。 

◆県営住宅への優先入居等 【住宅課】 

ＤＶ被害者等を県営住宅の入居者募集時に設定される優先枠等の対象者とした。 

◆住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の登録促進 【住宅課】 

ＤＶ被害者を対象とする住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の登録を促進するため、山口

県居住支援協議会の枠組みを活用し、県ホームページ等で広報を実施した。 

 

Ｃ 性犯罪・性暴力対策の推進及び被害者支援 

◆性暴力被害者支援事業 【男女共同参画課】 

やまぐち性暴力被害者支援システム「あさがお」により、医療機関をはじめとする関係機

関と連携協力し、被害直後からの総合的な支援を実施した。 

【相談専用電話】                      

  やまぐち性暴力相談ダイヤル あさがお #8891 または 083-902-0889(おはやく) 

  ※24 時間 365 日運用の相談体制 

【支援内容】 

・相談支援員による電話・面接相談、病院等への同行支援等 

・医療、心理カウンセリング、法律相談等の支援の提供及び費用負担 

・証拠物の採取・保管 

◆犯罪被害者支援事業 【警察県民課】 

○被害者支援連絡協議会の運営 

○事情聴取場所等借上げ制度の運用 

○被害者等支援心理カウンセラー制度の運用 

○「被害者の手引き」の作成 

○身体犯被害者の医療費に係る公費負担制度の運用 

○犯罪被害者等支援委託事業（電話等相談、直接支援、広報・啓発業務） 

 

Ｄ ストーカー行為、セクシャル・ハラスメント等への対策の推進 

◆犯罪のない安全で安心なまちづくり推進事業 【県民生活課】 

「犯罪のない安全で安心なまちづくり条例」に基づき、県民の自主防犯意識の高揚を図る

とともに、県民、事業者、市町、警察等の連携による地域の防犯活動を推進した。 

○防犯対策の推進・調整 

・やまぐち犯罪のない安全で安心なまちづくり推進協議会（書面）の開催(令和７年５月） 

・市町防犯担当課長会議の開催（令和７年４月 15 日） 

○広報・普及啓発 

 ・「犯罪被害者週間行事」の開催（令和７年 11 月 27 日：宇部市） 

・犯罪被害者等支援ミニパネル展（令和７年 11 月から 12 月:県下３市と県庁） 

○県民主体の自主防犯活動 

・地域コミュニティ防犯力促進会議の開催（令和７年 10 月 15 日：下松市） 

・防犯・交通安全講習会（出前講座）の実施（計 67 回開催、6,635 人受講） 

・犯罪被害者等相談窓口担当者研修会の開催（令和７年８月 29 日） 
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◆教職員に対するセクシュアル・ハラスメント等の防止・啓発活動 【教職員課】 

冊子「セクシュアル・ハラスメントを防止するために」「妊娠、出産、育児又は介護に関す

るハラスメントを防止するために」等を活用した教職員への啓発活動を継続実施した。 

◆ストーカー事案の加害者に対する精神医学的治療制度 【人身安全・少年課】 

つきまとい行為を繰り返すストーカー加害者に対し、精神科医等への受診を勧奨するとと

もに、警察官による当該加害者への対応要領等について、精神科医等から助言を得て対応し

た。 

 

重点項目７ 生涯を通じた男女の健康の支援 

Ａ 生涯を通じた健康の保持増進対策の推進 

◆脳卒中・心臓病等総合支援事業 【健康増進課】 

新たに設置された「脳卒中・心臓病等総合支援センター」と連携し、循環器病患者等の包 

括的な支援体制の構築を図った。 

◆薬学的な健康サポート推進事業 【薬務課】 

県民の健康維持・増進への取組の支援や、受診が必要な県民を早期に医療につなげるため、

在宅医療に加え健康管理にも精通し総合的に相談対応できる薬剤師による薬学的な健康サポ

ートを行った。 

◆がん検診受診促進強化対策事業 【医療政策課】 

がん検診の受診率向上に向けて、協会けんぽ等を通じた職域の被扶養者（家族）に対する

直接的な受診勧奨や、がん征圧月間（９月）における全県的なキャンペーン等を通じた普及

啓発、受診しやすい環境整備のための休日・平日夜間がん検診を実施した。 

 

Ｂ 妊娠・出産等に関する健康支援 

◆切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業 【こども政策課】 

安心して妊娠・出産・育児ができる環境づくりを進めるため、不妊治療費助成、若い世代

への健康支援対策、妊産婦等を地域で切れ目なく支える「やまぐち版ネウボラ」の推進等、

妊娠前から子育て期にわたる切れ目ない支援の取組を推進した。 

◆周産期医療体制総合対策事業 【医療政策課】 

妊産婦・新生児の状態に応じた適切な医療を提供するため、総合周産期母子医療センター

を中核とした周産期医療提供体制の強化、正常分娩等に対応する助産師の活用等を推進した。 

 

Ｃ 心身の健康をおびやかす問題についての対策の推進 

◆エイズ予防対策推進事業  【健康増進課】 

国の策定した「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」に基づき、①普及啓

発の推進②相談・検査体制の充実、③医療体制の充実を柱として、戦略的な取組を行うこと

でエイズ対策を推進した。 

○普及啓発の実施 

・６月１日～６月７日 ＨＩＶ検査普及週間 ・12 月１日 世界エイズデー 
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◆若年層を対象とした薬物乱用対策強化事業 【薬務課】 

近年、若年層を中心に全国的な大麻検挙者数の急増や市販薬を乱用するオーバードーズが

問題化していることから、若年層に対する薬物乱用対策をより強化するため、大学生等と協

働の下、デジタルツールを活用し、薬物乱用の未然防止を図った。 

 

重点項目８ みんなが安心して暮らせる社会づくり 

 

Ａ ひとり親家庭等に対する支援 

◆女性自立サポート事業 【男女共同参画課】 

女性をめぐる課題が複雑化・多様化する中、経済困窮や人間関係、孤独・孤立など、様々な困

難や不安を抱える女性が社会とのつながりを回復できるよう、ＮＰＯの知見やノウハウを活用し、

女性に寄り添ったきめ細かな支援に取り組んだ。 

○ＳＮＳや電話等による相談 

・ＳＮＳ相談、メール相談、電話相談、リモートカウンセリング、面接相談の実施。 

○アウトリーチ型支援 

 ・当事者の自宅等、希望する場所での訪問面談を実施。 

 ・関係機関への同行支援を実施。 

・ハローワークでの相談会の実施 

・繁華街等における困難女性を支援するための夜間見回りの実施 

○居場所づくり 

 ・カフェ型相談会を開き、相談対応や談話ができる場所を提供 

○自立支援 

 ・ステップハウスの運営、心のケアや自立支援 

 

◆ひとり親医療対策費 【厚政課】 

ひとり親家庭の医療面での安心・安全の確保を図るため、ひとり親家庭に係る自己負担分

（入院時の食事・生活療養の自己負担を除く）の一部を助成した。 

令和７年度 受給者数 15,376 人 

 

◆ひとり親家庭等就業支援強化事業 【こども家庭課】 

ひとり親家庭の父母及び寡婦への就業相談、就職情報の提供、就業先の確保などの就労支

援サービスを実施した。 

令和７年度 相談者数 257 人 

 

Ｂ 高齢者が地域で安心して暮らせる環境の整備 

◆生涯現役社会づくり推進加速化事業 【長寿社会課】 

県版「ねんりんピック」を開催するとともに、社会参加を促す呼びかけや情報提供等を行

う「生涯現役社会づくり推進サポーター」を養成することにより、「生涯現役社会づくり」

を推進した。 



- 19 - 

 

○「生涯現役社会づくり推進サポーター」の養成 

○県版「ねんりんピック」の開催 

 (1)スポーツ文化交流大会 

日  時：令和７年３月 23 日～令和７年 12 月 21 日 

     参加人数：26 種目 1,992 人 

 (2)美術展 

   日  時：令和７年６月７日～９日 

    出 品 数：138 点 

○生涯現役推進センターの運営（相談件数 806 件） 

 

◆地域支援担い手育成加速化事業 【長寿社会課】 

老人クラブを核として、生活支援サービス等の担い手育成を促進した。 

 

◆介護人材確保総合対策事業 【厚政課】  

拡大、多様化する介護ニーズに対応するため、中高年層や主婦等の多様な人材の参入促進、福

祉・介護分野の魅力発信による職業イメージの向上による人材の定着促進等の総合対策を実施し

た。 

 

◆地域共生社会推進事業 【厚政課】  

年齢や性別、障害の有無等に関わりなく、地域の誰もが自分らしく活躍し、共に支え合い

ながら、安心して暮らし続けられる地域共生社会の実現に向けた取組を推進した。 

○ユニバーサルデザイン、パーキングパーミット制度の普及促進 

○福祉ボランティア活動の促進 

○判断能力が十分でない方等の権利擁護体制の推進 

○重層的支援体制の整備促進 

 

Ｃ 障害者が地域で安心して暮らせる環境の整備 

◆あいサポート運動推進事業 【障害者支援課】 

障害者がいきいきと活躍できる地域社会の実現を図るため、誰もが障害に対する理解を深

め、配慮を実践する「あいサポート運動」を推進した。 

 

◆障害者地域生活支援推進事業 【障害者支援課】 

障害者がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活や社会生活を営むことができ

るよう、地域生活への移行を推進した。 

 

◆高次脳機能障害支援普及事業 【障害者支援課】 

高次脳機能障害者に対する専門的な相談支援、関係機関とのネットワークの構築、支援手

法等に関する研修等を行った。 
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◆発達障害者支援センター運営事業 【障害者支援課】 

発達障害児（者）及びその家族等に対する相談支援、発達支援、就労支援、関係機関・施

設等への情報提供を行った。 

 

◆医療的ケア児支援センター運営事業 【障害者支援課】 

医療的ケア児及びその家族その他の関係者に対する専門的な相談支援を行った。 

 

◆難聴児支援推進事業 【障害者支援課】 

難聴児とその家族等に対し、乳児期から切れ目なく、多様な状態像に応じた支援を推進し

た。 

 

◆障害者雇用促進事業 【労働政策課】 

関係機関と連携し、障害者雇用に係る事業主の理解を促進するとともに、障害者の職業訓

練や就職面接会を実施することにより、障害者の意欲と適性に応じた就労を支援した。 

○事業主の理解の促進 

・障害者雇用を推進する職場リーダーの養成 

・優良企業の取組促進（優良事業所や優秀勤労障害者の表彰、セミナーの開催等） 

○障害者就職面接会 

○障害者の多様なニーズに対応した職業訓練 

○新規学卒障害者職業訓練 

○お試し就業（見学、業務体験）の実施 
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計画の推進 

本県の男女共同参画の一層の促進を図るためには、県による率先した取組を行うととも

に、市町、事業者・団体等が自主的に取り組む男女共同参画の実践活動の推進と、それら

への支援の充実・強化が重要である。 

このため、推進体制の整備・機能強化に努めるとともに、「第５次山口県男女共同参画

基本計画」に基づき施策を計画的に推進し、国、市町、事業者、関係団体等と連携強化・

協働し、男女共同参画に向けた取組を推進した。 

 

１ 推進体制の整備・機能強化 

◆「山口県男女共同参画審議会」の開催 

男女共同参画に関する重要事項の調査・審議、男女共同参画に関する施策等の建議などを

行う「山口県男女共同参画審議会」を開催した。 

開催日 主な審議内容 

令和７年９月８日 
・令和７年版「山口県男女共同参画白書」について 

・「山口県男女共同参画基本計画」について 

令和７年 11 月 11 日 ・第６次山口県男女共同参画基本計画（素案）について 

令和８年２月 16 日 ・第６次山口県男女共同参画基本計画（最終案）について 

 

◆「山口県男女共同参画推進本部」による進行管理  

県における男女共同参画に関する横断組織である「山口県男女共同参画推進本部」の中に設

置した「女性の活躍促進プロジェクト・チーム」を中心に、関係各課・室との連携の下、男女

共同参画関連施策の総合的、効果的な推進を図るとともに、適切な進行管理に努めた。 

 

◆「山口県男女共同参画推進連携会議」との連携 

県内の幅広い分野における民間団体等で構成する「山口県男女共同参画推進連携会議」を

開催し、主な取組実績や取組計画について報告するとともに、取組の充実を図った。 

また、「山口県男女共同参画推進連携会議」の中に設置した「女性活躍部会」（R5 年 9 月「や

まぐち女性の活躍推進チーム」から名称変更）と連携しながら事業を実施した。 

さらに、県全体で女性活躍に向けた気運の醸成を図り、より一層推進していく必要がある

ことから、男女共同参画推進連携会議を「女性活躍推進法に基づく協議会」として位置付け、

情報交換や取組を行った。 

 

２ 男女共同参画の計画的な推進 

◆年次報告  

山口県男女共同参画推進条例に基づき、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参画に関

する施策について、年次報告として県民に広く情報提供を行い、施策の適切な立案と進行管

理に努めた。 
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３ 国、市町、事業者、関係団体等との連携強化・協働 

・国、市町、事業者、関係団体等と男女共同参画の推進に関する情報共有や意見の交換を行

い、連携して施策を実施した。また、国に対して必要な施策や財政措置の充実等を働きか

けた。 

・市町男女共同参画主管課（室）長会議等、会議・研修会等を開催し、男女共同参画の推進

に向けた情報提供や意見交換など、市町に対する支援を行った。 

・（公財）山口きらめき財団と連携し、男女共同参画を推進する団体等の活動への支援に取り組んだ。 
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令和８年度の主な取組 

 

１ 基本的考え方 

   「山口県男女共同参画推進条例」及び「第６次山口県男女共同参画基本計画（令和８年３

月策定）」に基づき、「男女共同参画社会の実現」を目指し、諸施策を県民、市町、関係機

関・団体、事業者と連携して、総合的に展開する。 

   また、女性管理職・事業者等への支援や情報発信の強化、女性が働き続けられる環境づく

りに向けた取組等の促進により、女性が輝く地域社会の実現を図る。 

 

２ 令和８年度主要事業 

基本目標Ⅰ 男女が共に活躍できる社会づくり 

重点項目１ 全ての人が希望に応じて働くことができる環境づくり 

重点項目２ あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

重点項目３ 地域における男女共同参画の推進 
 

① 拡女性の活躍応援強化事業 【男女共同参画課】             3,551 千円 

事業者・大学・市町・関係団体と連携し、女性活躍の取組を推進する。 

◆「やまぐち女性活躍応援団」による女性の活躍促進 

県、経済５団体、大学リーグやまぐち、市長会、町村会の産学公の各代表者で構成す

る「やまぐち女性活躍応援団」による取組の普及・拡大 

○地域交流事業（企業間交流会）の開催による地域の女性活躍の加速化 

○トップのメッセージ発信や好事例の共有による普及 

◆「輝き女性サポーター」による相談支援 

女性管理職登用促進に向け、女性管理職のロールモデルとなる「輝き女性サポーター」

（県認定）の派遣による面談等、県内事業所の女性管理職等への相談支援を実施する。 

◆やまぐち女性の活躍推進事業者宣言制度 

女性活躍推進法に基づく行動計画を策定した企業等に対して、 

広報等による支援を行う。 

 ② 新男女共同参画センター設置事業 【男女共同参画課】         46,874 千円  

    男女共同参画の取組をより一層総合的に進めるため、地域における関係者相互間の連携

と協働を促進する拠点となる「山口県男女共同参画センター（仮称）」の設置に向けた施

設改修や体制整備を実施する。 

③ 男女共同参画パワーアップ事業 【男女共同参画課】           3,261 千円 

◆やまぐち男女共同参画推進事業者認証事業 

男女共同参画に向けた自主的な活動に積極的に取り組む事業者や団体などを「やま

ぐち男女共同参画推進事業者」として認証し、その活動を支援する。 
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④ 未来につなぐやまぐち共育て応援事業 【労働政策課】            158,239 千円 

育児休業の取得促進や共育てしやすい職場環境づくりに取り組む企業等を支援すると

ともに、共育てを支えるサービスの創出を支援する。 

○育児休業の取得促進 

○共育て職場環境づくりの支援 

○共育てをサポートするサービスの創出を支援 

⑤ 企業のワークスタイルシフト推進事業 【労働政策課】             75,357 千円 

デジタル技術を活用した業務改善など県内企業のワークスタイルシフトを推進すると

ともに、多様な人材が活躍できる職場づくりを支援する。 

○ワークスタイルシフトに向けたワークショップ及び伴走支援の実施 

○やまぐち働き方改革支援センターによる企業・従業員の取組支援 

○やまぐち働き方改革推進会議による普及広報活動 

○男性の育児参画促進重点啓発 

○休み方改革の普及啓発 

⑥ やまぐち女性の就業応援事業 【労働政策課】                   32,106 千円 

未就業の女性の多様なニーズに応じた就業機会の創出やお試し就業の実施、企業に対し

て働きやすい職場環境整備等への支援を実施。 

○女性の時間的制約に応じた雇用の創出、就業意欲の喚起・マッチング 

○お試し就業（見学、業務体験）の実施、就業（継続）に向けたフォローアップ 

○女性の職域拡大等に向けた働きやすい職場環境の整備を支援 

⑦ 新未来発見！やまぐちインターンシップ推進事業 【労働政策課】     68,168 千円 

   インターンシップ等の就業体験について、デジタル技術の活用等による学生と企業のマ

ッチング強化や参加学生への旅費助成、企業向けの受入プログラムの構築支援、学生向け

のインターンシップ紹介イベントの開催等、県内企業における受入れ促進に向けた取組を

総合的に推進することにより、大学生等の県内企業への就職を後押しする。 

○学生と県内企業とのマッチング強化 

○インターンシップ参加学生への旅費助成 

○業界別インターンシップ研究会の開催 

○インターンシップ受入プログラムの構築支援 

○インターンシップ紹介イベントの開催 

⑧ 子育て女性等の活躍応援事業 【労働政策課】                42,282 千円 

働く意欲のある子育て女性等を対象に、職業訓練を通じて職業能力の開発・向上を図るこ

とで、再就職を促進する。 

○職業訓練の実施 

 ・託児サービスを付加した委託訓練 

 ・離職者等再就職訓練の定員に母子家庭の母等を設定 
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⑨ 若者との共創による県内企業魅力向上事業 【労働政策課】              84,699 千円 

若者の視点を取り入れた企業の魅力向上に向けた取組により、県内企業の魅力向上を支

援する。 

○企業魅力向上セミナーを開催し、希望に応じて専門家による個別相談を実施 

○奨学金返還支援制度を創設した企業に対して奨励金を支給 

○若者主体の企画・運営による若者の新たな視点での企業紹介イベントの実施 

○若手社員による企業魅力向上策の提言 

⑩ 拡女性デジタル人材育成事業 【産業人材課】              37,392 千円 

未就業等の女性の活躍機会創出のため、企業の多様なニーズに応じたデジタルスキル習得

支援と女性の能力や希望に応じた職業支援を一体的に実施。 

○「やまぐち女性デジタル人材育成コンソーシアム」の運営 

○女性デジタル人材活躍セミナーの開催 

○デジタルスキル習得講座の実施と就業支援 

⑪ スタートアップ創出促進資金（中小企業制度融資）【経営金融課】  [融資枠] 25 億円 

スタートアップ時に直面する資金調達の困難さの解消を図るため、創業・再挑戦に必要

な成長資金を融通し、新たな分野への挑戦を後押しするとともに、地域経済の活性化や地

域雇用の確保を図る。   ※一定の要件を満たした場合、借入時の経営者保証が不要 

⑫ 県内創業・事業承継促進事業 【経営金融課】             159,525 千円 

多様な創業や円滑な事業承継を促進するための一体的な環境整備の推進により、本県経

済の持続的な成長と雇用の場の創出を図る。 

○創業と事業承継の一体的支援の推進 

・創業・事業承継総合サポートセンターの運営 

・商工会議所等による創業・事業承継支援の取組強化 

○円滑な事業承継の促進 

・事業承継集中支援期間の設定 

・後継者育成支援プログラムの実施 

・経営課題診断の実施 

・中小Ｍ＆Ａアドバイザーの派遣 

・自社株評価による事業承継促進 

○多様な創業の実現に向けた支援 

・創業支援情報の効果的な発信 

・創業支援金・移住創業支援金の支給 

・創業支援コーディネータの配置 

・女性起業家創出成長支援 

・社会起業家育成支援 

⑬ 地域子ども・子育て支援事業 【こども政策課・こども家庭課】     2,572,841 千円 

子育て家庭のニーズに応じた、延長保育、放課後児童クラブ等の地域の子育て支援を推

進する。 
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⑭ やまぐち子育て応援第２子以降保育料無償化事業  【こども政策課】  1,016,781 千円 

所得制限や同時入所要件を設けず、第２子以降の子どもがいる世帯における保育料の無

償化を実施する。 

 ⑮ 保育の担い手全力サポート事業 【こども政策課】                153,608 千円 

県内及び県外保育士養成施設の学生を対象とした返還免除要件及び高校生向け内定制

度のある無利子貸付事業を実施し、保育の担い手の新規開拓を行う。 

 ⑯ 合格応援！保育士試験対策重点支援事業 【こども政策課】        5,000 千円 

保育人材の確保及び保育の質の向上を図るため、保育士試験により保育士資格の取得を

目指す者に対して試験対策に係る支援を実施する。 

⑰ 新あなたの「なりたい！」を応援する保育士就業支援事業 【こども政策課】23,457 千円 

   「やまぐち保育士・保育所支援センター」を保育士支援の中核的拠点と位置づけ、関係

機関と連携しながら、保育士確保・就業支援を実施する。 

⑱ 拡みんなで子育て応援推進事業 【こども政策課】                 26,658 千円 

社会全体で子どもや子育て家庭を支える環境づくりに向けて、「やまぐち子育て連盟」

を中心とした県民総参加による子育て県民運動を推進する。 

 ⑲ 休み方改革・ライフデザイン推進ファンド事業 【こども政策課】      5,000 千円 

平日に親子で参加できるイベント等の開催を促進することで「こどもや子育てにやさし

い休み方改革」の気運醸成を図るとともに、学校内子育てひろば等の新規・拡充開設を推

進することで若い世代のライフデザイン形成を支援する。 

⑳ ヤングケアラー相談支援体制整備事業 【こども家庭課】             6,600 千円 

ヤングケアラーを早期に把握し、適切な支援につなげるため、支援人材の育成や専門相

談窓口の整備等の取組を実施する。 

 ㉑ こどもまんなか育成支援活動プラットフォーム形成事業【こども家庭課】  15,000 千円 

教育や福祉など子育て支援機関による連携基盤を形成し、子ども一人ひとりのニーズに

対応した多様な体験機会を創出する。 

㉒ 建設産業活性化推進事業 【監理課】                   23,201 千円 

産学公の連携により「担い手確保・育成」を推進し、建設産業の活性化を促進。 

 ㉓ 建設産業就労環境改善支援事業 【監理課】                            13,985 千円 

建設産業に特化した新たな働き方の取組推進により担い手の確保及び若年者の離職防

止を図り、持続可能な建設産業の構築を支援する。 

  ㉔ 県民活動支援センター管理運営事業 【県民生活課】                     6,865 千円 

県民活動に関する情報提供や相談・助言、研修等の支援を実施するとともに、プロボノ

を活用した団体基盤の強化や、多様な主体との協働を推進する。 

㉕ 新やまぐち創生！「地域の創り手」育成推進事業 【地域連携教育推進課】 66,880 千円 

   「やまぐちＰＲＩＤＥ」の醸成に向け、地域・社会の多様な人々とつながり、協働す 

ることを通じて、次代を創る子どもたちのふるさと山口への誇りと愛着を高め、豊かな
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人生を主体的に切り拓いていく「地域の創り手」を育む。 

○子どもが主体的に地域課題の解決に参画し、ふるさと山口の未来に向けた提案を行う「子ども

が『地域の創り手』プロジェクト」の推進 

○高校生等が主体となって、地域の魅力や強みを再発見・再構築（リブランディング）

し、社会実装を目指す取組の推進 

○学校を拠点として、大人と子どもがつながり、学び合う活動の促進 

○「やまぐちＰＲＩＤＥ」の醸成に向けた成果の共有と交流の拡大を図る「『やまぐち

ＰＲＩＤＥ』創生フォーラム」の開催 

㉖ 農林漁業女子ステキ・スタイル応援事業 【農林水産政策課】       20,093 千円 

経営発展に向けた実践活動に取り組む「やまぐち農林漁業ステキ女子」を育成し、農林

漁業の働き方改革やステキ女子を応援する体制づくりなど、女性の活躍場面を多様に創出

することで“女性が働きたくなる農林漁業”の実現をめざす。 

㉗ 避難所環境改善推進事業（避難所運営検討部会分） 【防災危機管理課】   320 千円 

女性視点等の多様性に配慮した避難所運営の在り方や広域避難所運営方法等について、

避難所運営検討部会において検討する。 

㉘ 明日のやまぐちを創る！高校生就職支援事業 【高校教育課】         58,476 千円 

新規高校卒業者を取り巻く雇用情勢を踏まえ、「ガイダンスの充実」と「マッチングの

促進」に重点をおき、関係部局等と連携しながら、１年時から生徒一人ひとりに寄り添っ

た組織的できめ細かな就職支援を推進し、就職を希望する生徒の進路実現を図る。 

 

 

基本目標Ⅱ 男女共同参画社会に向けた意識改革と行動変革 

重点項目４ 男女共同参画の推進に向けた意識改革と行動変革 

重点項目５ 男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進 

 

① 男女共同参画パワーアップ事業 【男女共同参画課】         3,261 千円 

男女共同参画の一層の促進を図るため、社会情勢等を踏まえた効果的な普及啓発や男女

共同参画推進事業者の認証等により、県民、県民活動団体、事業者等の取組を促進する。 

◆パワーアップセミナーの開催 

県民の男女共同参画に対する意識の一層の醸成と理解促進を図るため、男女共同参画

に関する新たなテーマ（固定的性別役割分担意識の解消等）に関するセミナーの開催等

を行う。 

◆男女共同参画推進月間事業 

男女共同参画に関する県民意識の醸成と取組の促進に向け、推進月間である 10月に、

県民等を対象とした普及啓発活動を効果的に実施する。 

○ポスターコンテストの実施 

男女共同参画に関する絵画を広く募集し、最優秀作品を月間ポスターやチラシのデ

ザインとして使用する。 
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○パネル展示等の実施 

ポスターコンテスト入賞作品等の展示や月間ポスター、チラシ等を配布する。 

② 共家事・共育児行動変革促進事業 【男女共同参画課】      2,584 千円 

男女が共に家事・育児の責任を分かち合う社会の実現のため、県民からの共家事・共育

児に係る実体験に基づく好事例（エピソード）を漫画化し、ＳＮＳ等を用いて各世代に対

し効果的に発信すること等により、男性の行動変革や固定的な性別役割分担意識の一層の

解消を促進する。 

③ 地域教育力日本一推進事業 【地域連携教育推進課】            43,004 千円 

コミュニティ・スクールが核となり、地域協育ネットの仕組みを生かして、各中学校区 

で地域のネットワークを形成し、学校、家庭、地域が連携・協働することにより、社会総 

がかりで子どもたちの学びや育ちを見守り支援する「やまぐち型地域連携教育」の取組を 

一層推進する。 

○「家庭教育アドバイザー養成講座」、「家庭教育アドバイザーステップアップ講座」 

を開催し、家庭教育支援員の増員、資質の向上を図り、子育てに関する不安や悩みの 

減少、学校・家庭・地域が連携した家庭教育支援を展開 

○地域協育ネット協議会と地域学校協働活動推進員等を核に、広範囲での人材活用や多 

様な取組を展開（三世代交流、家庭教育サロン等） 

④ ＰＴＡと連携した家庭教育支援 【地域連携教育推進課】 

保護者の縦と横のつながりをつくり、就学前から学齢期を通した継続的な家庭教育支援

の推進体制を構築する。 

○ＰＴＡと連携した家庭教育支援のリーフレットを通じた啓発 

○ＰＴＡ家庭教育リーダー研修会の開催 

 ⑤ 人権教育調査研究事業 【人権教育課】                   1,486 千円 

小・中・高等学校等の人権教育に関する事例の内容、活用等についての調査研究や、様々

な人権課題に関する研修講座等への指導者派遣による、より専門性の高い指導者の養成等

を行う。 

⑥ 青年海外派遣協力隊事業 【国際課】                     144 千円 

青年海外協力隊の海外派遣事業について、広報及び募集活動への協力を実施する。 

 

 

基本目標Ⅲ 男女が健康で、安心・安全に暮らせる環境づくり 

重点項目６ あらゆる暴力の根絶 

 

① 配偶者暴力等（ＤＶ）対策事業 【男女共同参画課】            5,981 千円 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）のない社会の実現に向けて、「第６次山口県男女共同参画

基本計画（令和８年３月策定）」に基づき、ＤＶの防止に係る普及啓発を行うとともに、

市町、関係機関、民間支援団体等と連携・協働して、被害者からの相談、保護、自立支援
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等の充実・強化を図る。 

項  目 内  容 

普及啓発 
○配偶者等暴力防止運動期間(11/12～25)におけるＤＶ防止や 

相談窓口周知のための啓発活動 

相談対応 ○男女共同参画相談センターにおける電話・面接相談の実施 

被害者の保護 
○男女共同参画相談センター、民間シェルター等における保護 

○ＤＶ被害者等が同伴する子どもへの心理的ケアなどの支援 

被害者の自立支援 
○関係者研修の実施 

○被害者の自立に向けた生活・就業支援等 

連携・協働の推進 
○市町等相談窓口職員研修の実施 

・民間シェルターが行う被害者支援の充実に資する取組の支援 

② 性暴力被害者支援事業 【男女共同参画課】                 5,951 千円 

やまぐち性暴力被害者支援システム「あさがお」（24時間 365 日の運用体制）により、

被害直後からの総合的な支援（相談、産婦人科医療、カウンセリング、法律相談等）を行

うとともに、若年層を中心とした啓発に取り組む。 

○性暴力被害者支援検討会議の開催 

○相談支援員による電話・面接相談、病院等への同行支援等 

○医療、カウンセリング、法律相談の支援の提供及び費用負担 

○証拠物の採取・保管 

○普及啓発 

○中学生・高校生向け啓発資料等を活用した性暴力被害の未然防止及び相談窓口の周知 

③ 犯罪被害者等を支えるまちづくり推進事業 【県民生活課】          4,069 千円 

犯罪被害者等の早期回復と生活再建に向け、多機関ワンストップサービス体制による支

援の充実を図るとともに、犯罪被害者等に対する県民の理解促進や経済的支援を進め、安

心して暮らすことのできる地域社会の実現に取り組む。 

④ 子どもの虐待対策強化事業 【こども家庭課】                   49,709 千円 

すべての子どもが健やかに育つ地域社会の実現を目指し、児童虐待の発生予防から早期

発見・早期対応、その後の保護・自立支援に至るまでの一連の対策の更なる強化等を図る。 

⑤ 子どもの虐待対策体制強化事業 【こども家庭課】                11,819 千円 

児童相談所等専門職員のキャリアアップ研修や関係機関との分野別研修、連携強化研修

を実施し、児童虐待対策に携わる職員の資質向上や関係機関の連携強化を図る。 

⑥ つながるやまぐちＳＮＳ相談事業 【こども家庭課】             29,424 千円 

子育ての悩みや虐待、ＤＶ等に関する相談に、専門職員が 24時間・365 日、ワンストッ

プで対応するＳＮＳ相談窓口を開設。 

⑦ 親子関係再構築支援体制整備事業 【こども家庭課】            53,897 千円 
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親子関係の修復や再構築に向けた専門的な支援を関係機関と連携して実施し、児童の家

庭復帰促進や、児童虐待の発生予防・再発防止を図る。 

⑧ ストーカー事案の加害者に対する精神医学的治療制度 【人身安全・少年課】  234 千円 

つきまとい行為等を繰り返すストーカー加害者に対し、精神科医等への受診を勧奨する

とともに、警察官による当該加害者への対応要領等について、精神科医等から助言を得て

対応する。 

⑨ ストーカー加害者に対する治療等に係る有用性教示の原則化 【人身安全・少年課】 

ストーカー加害者には、被害者への強い支配意識や執着心等の特徴があり、これらを取

り除くためには、専門家による精神医学的・心理学的に基づくカウンセリング又は治療が

有効的な手段になり得ると考えられることから、ストーカー行為等の規制等に関する法律

に基づく禁止命令等の措置を講じた加害者全員に対し、地域精神科医療機関等における治

療等の有用性を教示することにより、事態の沈静化に配意した対応を執るとともに、被害

者の真の安全安心を確保する。 

 

 

重点項目７ 生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の整備 

重点項目８ 生涯を通じた男女の健康の支援 

① 女性自立サポート事業 【男女共同参画課】                24,332 千円 

経済困窮や人間関係、孤独・孤立など、多様化・複雑化する様々な困難な問題を抱える

女性が、社会とのつながりを回復することができるよう、NPO の知見やノウハウを活用し

て、支援の充実強化を図る。 

■相談・自立等支援 

○相談支援 

・ＳＮＳ・メール・電話による相談、リモートカウンセリング、面接相談の実施 

○アウトリーチ型支援 

・当事者の自宅等、希望する場所での訪問面談の実施 

・関係機関への同行支援 

・ハローワークでの相談会の実施 

・繁華街等における困難女性を支援するための夜間見回りの実施 

○居場所づくり 

・カフェ型相談会を開き、相談対応や談話ができる場所を提供 

○被害回復支援 

・カウンセリングの実施 

・同伴児童への学習支援や心理的ケアの実施 

○自立支援 

  ・ステップハウス（自立に向けた準備を行う施設）の運営 

  ・自立後も定期的な心理的ケアを実施 

■支援調整会議 

 ○関係機関、民間団体、国や市町等で構成する会議を運営 

  ・横断的な連携・協働の下、効果的な支援を展開する。 
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② ＬＧＢＴ等理解増進事業 【男女共同参画課】                2,109 千円 

ＬＧＢＴ理解増進法に基づく、性の多様性に関する理解増進施策を実施し、性の多様性

を認め合い、誰もが安心して暮らせる地域社会づくりを推進する。 

〇パートナーシップ宣誓制度の実施 

〇弁護士による専門相談（法律）を定期的に開催 

〇県や市町の一般相談窓口相談員を対象とした研修の実施 

〇居場所づくりとして、カフェ型相談会を定期的に開催 

〇性の多様性に関するリーフレット等の配布 

③ 地域こどもの居場所づくり体制強化事業 【こども家庭課】          33,079 千円 

子どもの視点に立った多様な子どもの居場所づくりの推進に向けた市町の体制整備や

民間団体等の取組を支援する。 

④ 社会的養護のこども権利擁護環境整備事業 【こども家庭課】          11,000 千円 

社会的養護を必要とするこどもの権利擁護の強化に向け、一時保護や施設入所等の措

置、施設入所中の処遇等に対して、こどもが意見等表明する機会を確保し、こどもの権利

が守られる体制の整備を推進する。 

⑤ 地域共生社会推進事業 【厚政課】                          125,000 千円 

年齢や性別、障害の有無等に関わりなく、地域の誰もが自分らしく活躍し、共に支え合

いながら、安心して暮らし続けられる地域共生社会の実現に向けた取組を推進する。 

⑥ 生涯現役社会づくり推進加速化事業 【長寿社会課】                     28,500 千円 

県版「ねんりんピック」を開催するとともに、社会参加を促す呼びかけや情報提供等を

行う「生涯現役社会づくり推進サポーター」を養成することにより、「生涯現役社会づく

り」の推進を加速化する。 

○「生涯現役社会づくり推進サポーター」の養成 

○県版「ねんりんピック」の開催 

○生涯現役推進センターの運営 

⑦ 地域支援担い手育成加速化事業 【長寿社会課】                         9,688 千円 

老人クラブを核として、生活支援サービス等の担い手育成を促進する。 

⑧ 介護生産性向上推進総合事業（介護テクノロジー定着支援事業）【長寿社会課】  712,054 千円 

介護テクノロジー（ICT・ロボット）の活用と定着を通じ、介護現場の生産性向上を推進

する。 

⑨ あいサポート運動推進事業 【障害者支援課】                            4,959 千円 

障害者がいきいきと活躍できる地域社会の実現を図るため、誰もが障害に対する理解を

深め、配慮を実践する「あいサポート運動」を推進する。 

⑩ 障害者雇用促進事業 【労働政策課】                                  44,016 千円 
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障害者雇用に係る事業主の理解及び関係機関の連携を促進するとともに、障害者の職業

訓練や就職面接会等を実施することにより、障害者の意欲と適性に応じた就労を支援し、

障害者の雇用を促進する。 

○事業主の理解促進（職場リーダーの養成等） 

○障害者就職面接会 

○障害者の多様なニーズに対応した職業訓練 

○新規学卒障害者職業訓練 

○お試し就業の実施 

⑪ 訪問看護提供体制推進事業 【医療政策課】                    12,000 千円 

地域における訪問看護提供体制の安定化と推進を図るため、訪問看護総合支援センター

を設置し、訪問看護ステーションの活動を支援する。 

⑫ 拡健康やまぐち食環境整備推進事業 【健康増進課】             10,000 千円 

健康に関心の薄い者でも自然に健康になれる環境等を整備し、健康寿命を延伸させるた

め、中食・外食関係事業者への支援や働く世代や次世代への働きかけを実施する。 

⑬ 脳卒中・心臓病等総合支援事業 【健康増進課】             5,174 千円 

新たに設置された「脳卒中・心臓病等総合支援センター」と連携し、循環器病患者等の

包括的な支援体制の構築を図る。 

⑭ COPD 対策推進事業 【健康増進課】                  8,500 千円 

COPD（慢性閉塞性肺疾患）の認知度向上を図り、早期発見・早期治療、重症化予防を行

う診連携体制の整備を図る。 

⑮ 拡切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業 【こども政策課】    141,645 千円 

安心して妊娠・出産・育児ができる環境づくりを進めるため、不妊・不育症への支援、

若い世代への健康支援対策、妊産婦等を地域で切れ目なく支える「やまぐち版ネウボラ」

の推進等、妊娠前から子育て期にわたる切れ目ない支援の取組を推進する。 

 ⑯ 新妊娠・出産等に係るアクセス支援事業 【こども政策課】        13,926 千円 

    遠方の分娩取扱施設等への移動にかかる交通費等を助成し、妊産婦等の経済的負担を軽 

減する。 

⑰ 母子保健の充実によるウェルビーイング向上事業 【こども政策課】     27,966 千円 

産後ケア事業の充実により、母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援するとと

もに、若い世代が、早い時期から将来のライフプランを考えて日々の生活や健康と向き合

えるようサポートすることで、子どもや子育て世帯のウェルビーイング向上を推進する。 



第６次山口県男女共同参画基本計画の目標指標一覧

数値 年度 数値 年度 数値 年度 数値 年度 計画

基本目標Ⅰ　男女が共に活躍できる社会づくり

重点項目１　全ての人が希望に応じて働くことができる環境づくり

1
男女の地位の平等感
 ［平等と感じる人の割合］

就職の機会や職場の中で 23.8% R6 23.8% R6 増加させる R11 ― ― ―
男女共同参画課
関係各課

2 80.8% R4 80.8% R4 86.0% R12 ― ― ― 労働政策課

3 1,638時間 R6 1,632時間 R7 1,630時間 R12 1,630時間 R9
山口県まち・ひ
と・しごと創生総

合戦略
労働政策課

4 125社 R6 133社 R7 150社 R12 ― ― ― 労働政策課

5 31社 R5 1,269社 R7 3,025社 R12 ― ― ― 労働政策課

6 31.0% R4 31.0% R4 85.0% R12 ― ― ― 労働政策課

7 882事業者 R6 925事業者 R7 1,080事業者 R11 ― ― ― 男女共同参画課

8 14.7% R6 14.7% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

9 102か所 R7 102か所 R7 110か所 R11 ― ― ― こども政策課

10 9人 R7 9人 R7 0人 R11 ― ― ― こども政策課

11 275か所 R6 275か所 R7 293か所 R11 ― ― ― こども政策課

12 36か所 R7 36か所 R7 42か所 R11 ― ― ― こども政策課

13 96.6% R6 97.4% R7 100% R11 100% R9 山口県教育振興基
本計画 学事文書課

14 292人 R7 292人 R7 0人 R11 ― ― ― こども政策課

15 14.6% R2 16.3% R5 32.5% R12 32.5% R9
山口県まち・ひ
と・しごと創生総

合戦略
労働政策課

16 112件 R6 113件 R7 440件 R11 440件
R4～
R8

やまぐち未来維新
プラン 経営金融課

重点項目２　あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大

17
男女の地位の平等感
 ［平等と感じる人の割合］

政治活動の中で 15.8% R6 15.8% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

18 33.7% R5 33.7% R5 40% R11 ― ― ― 男女共同参画課

19 10.6% R5 10.6% R5 15% R11 ― ― ― 男女共同参画課

20 14.5% R5 14.5% R5 20% R11 ― ― ― 男女共同参画課

21 318事業者 R6 355事業者 R7 520事業者 R11 330事業者 R8 やまぐち未来維新
プラン 男女共同参画課

22 882事業者 R6 925事業者 R7 1,080事業者 R11 ― ― ― 男女共同参画課

23 16.8% R7 18.3% R8 18% R8 23% R13 山口県女性職員活
躍推進行動計画 人事課

24 44.5% R7 44.8% R8
現状の水準
を維持

R12 ― ― ―
人事課
男女共同参画課

25 30.7% R7 30.7% R7 40% R12 ― ― ― 男女共同参画課

26 112件 R6 113件 R7 440件 R11 440件
R4～
R8

やまぐち未来維新
プラン 経営金融課

重点項目３　地域における男女共同参画の推進

27
男女の地位の平等感
 ［平等と感じる人の割合］

地域活動の中で 41.2% R6 41.2% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

28 11.3% R7 11.3% R7 15% R12 ― ― ― 男女共同参画課

29 77人 R6 92 R7 140人 R12 ― ― ― 農林水産政策課

30 20.2% R6 19.9% R7 22% R12 ― ― ― 農林水産政策課

31 5.3% R7 5.3% R8 増加させる R12 ― ― ― 消防保安課

基本目標Ⅱ　男女共同参画社会に向けた意識改革と行動変革

重点項目４　男女共同参画の推進に向けた意識改革と行動変革

32 67.0% R6 67.0% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

33 社会全体として 18.0% R6 18.0% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

34 家庭生活の中で 33.6% R6 33.6% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

35
社会通念・慣習・しきた
りなどで

14.5% R6 14.5% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

36 法律や制度の面で 33.9% R6 33.9% R6 増加させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

37 27.0% R6 27.0% R6 減少させる R11 ― ― ― 男女共同参画課

38 88分 R3 88分 R3 増加させる R11 ― ― ―
こども政策課
男女共同参画課

目標値
所管課（室）

【参考】
他計画等の目標値

6歳未満の子どもを持つ男性の育児・家事関連時間

自治会長に占める女性の割合

やまぐち農林漁業ステキ女子数

農業委員に占める女性の割合

市町の審議会等委員の女性割合

関係支援機関の支援による女性の創業数(再掲)

消防団員に占める女性の割合

「男女共同参画社会」という用語の周知度

男女の地位の平等感
［平等と感じる人の割合］

固定的な性別役割分担意識の改革
［「男は仕事、女は家庭」という考えを肯定する者の割合］

事業所の部長相当職に占める女性の割合

事業所の課長相当職に占める女性の割合

「やまぐち女性の活躍推進事業者」登録事業者数

「やまぐち男女共同参画推進事業者」認証事業者数(再
掲)

県職員の課長級以上に占める女性職員の割合

県の審議会等委員の女性割合

病児保育を実施している施設数

子育て支援を行っている私立幼稚園の割合

放課後児童クラブ待機児童数

テレワーク導入企業の割合

関係支援機関の支援による女性の創業数

ポジティブ・アクションに取り組む事業所の割合

育児休業取得率（男性）

「やまぐち男女共同参画推進事業者」認証事業者数

家庭生活または地域活動と仕事を同じように両立させて
いる人

まちかどネウボラ認定数

保育所等利用待機児童数

延長保育実施箇所数

現状値（R8.3）

25歳から44歳までの働く女性の割合

年間総実労働時間(5人以上事務所)

｢誰もが活躍できるやまぐちの企業｣認定企業数

「やまぐち“とも×いく”応援企業」登録企業数

基準値
項　　　　目
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数値 年度 数値 年度 数値 年度 数値 年度 計画

目標値
所管課（室）

【参考】
他計画等の目標値

現状値（R8.3）基準値
項　　　　目

基本目標Ⅱ　男女共同参画社会に向けた意識改革と行動変革

重点項目５　男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進

39
男女の地位の平等感
 ［平等と感じる人の割合］

学校教育の場で 57.0% R6 57.0% R6 増加させる R11 ― ― ―
教育庁各課
男女共同参画課

40 61校 R7 61校 R7 81校 R11 ― ― ― こども政策課

41 1,399人 R6 1585人 R7 1,844人 R12 ― ― ―
国際課
高校教育課

基本目標Ⅲ　男女が健康で、安心・安全に暮らせる環境づくり

重点項目６　あらゆる暴力の根絶

42 17市町 R7 17市町 R8 19市町 R12 ― ― ― 男女共同参画課

43 平手で打つ 76.2% R6 76.2% R6 100% R11 ― ― ― 男女共同参画課

44
なぐるふりをして、おど
す

61.5% R6 61.5% R6 100% R11 ― ― ― 男女共同参画課

45
いやがっているのに性的な
行為を強要する

84.8% R6 84.8% R6 100% R11 ― ― ― 男女共同参画課

46 大声でどなる 45.7% R6 45.7% R6 100% R11 ― ― ― 男女共同参画課

47 23.5% R6 23.5% R6 50% R11 ― ― ― 男女共同参画課

48 9.7% R6 9.7% R6 50% R11 ― ― ― 男女共同参画課

49 64.8% R6 64.8% R6 30%以下 R11 ― ― ― 男女共同参画課

50 48.6% R6 48.6% R6 30%以下 R11 ― ― ― 男女共同参画課

重点項目７　生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の整備

51 3市町 R7 5市町 R8 13市町 R12 ― ― ― 男女共同参画課

52 10市 R7 10市 R8 19市町 R12 ― ― ― 男女共同参画課

53 なし R7 なし R8 13市町 R12 ― ― ― 男女共同参画課

54 13市町 R6 12市町 R7 増加させる R11 ― ― ―
厚政課
こども家庭課

55 202か所 R6 215か所 R7 230か所 R11 ― ― ― こども家庭課

56 51.0% R4 51.0% R4 59.8% R12 59.8% R9
山口県まち・ひ
と・しごと創生総

合戦略
労働政策課

57 5.9% R5 5.9% R6 8.0%以上 R8 ― ― ― 長寿社会課

58 189クラブ R6 256クラブ R7 300クラブ R8 ― ― ― 長寿社会課

59 2.77% R6 2.71% R7 3.00% R12 3.0% R9
山口県まち・ひ
と・しごと創生総

合戦略
労働政策課

60 453人 R4 987人 R7 増加させる R11 ― ― ― 障害者支援課

61 1,043人 R4 1,102人 R7 1,288人 R11 ― ― ― 障害者支援課

62 316企業・団体 R6 338企業・団体 R7 400企業・団体 R11 ― ― ― 障害者支援課

重点項目８　生涯を通じた男女の健康の支援

63
男性72.01
女性76.43

R4
男性72.01
女性76.43

R4 延伸させる R12 延伸させる R8 やまぐち未来維新
プラン 健康増進課

64
男性79.92
女性84.39

R4
男性79.52
女性84.27

R5 延伸させる R12 延伸させる R8 やまぐち未来維新
プラン 健康増進課

65 53.4% R5 53.4% R5 70% R11 70% R8 やまぐち未来維新
プラン 健康増進課

66 子宮頸がん検診 34.9% R4 34.9% R4 60% R10 ― ― ― 医療政策課

67 乳がん検診 34.8% R4 34.8% R4 60% R10 ― ― ― 医療政策課

68 255人 R4 443人 R7 600人 R8 ― ― ― 薬務課

69 17市町 R7 18市町 R7 19市町 R8 ― ― ― こども家庭課

70 1.9% R6 1.9% R6 0% R11 ― ― ― こども政策課

がん検診受診率

山口県健康エキスパート薬剤師数

困難を抱える女性への支援に係る市町基本計画を策定し
ている市町数

女性相談支援員を設置している市町数

支援調整会議を設置している市町数

生活困窮世帯等学習支援事業の実施市町数

「こども家庭センター」設置市町数

妊娠中の喫煙率

障害者スポーツ教室参加者数

障害者スポーツ指導者養成数

あいサポート企業・団体認定数

健康寿命[日常生活に制限のない期間の平均]

健康寿命[日常生活動作が自立している期間の平均]

健診実施率（特定健康診査）

「こども食堂」箇所数

65歳から69歳までの働く男女の割合

住民が主体的に介護予防に資する活動を行う「通いの
場」の参加率
地域の支援ニーズとのマッチング会議への参加老人クラブ数
（累計）

民間企業における障害者実雇用率

配偶者暴力に関する市町基本計画を策定している市町数

ＤＶと認識される行為
［どんな場合でも暴力にあたる
と思う人の割合］

県男女共同参画相談センターの認知度

やまぐち性暴力相談ダイヤル「あさがお」の認知度

ＤＶ被害について、どこ(だれ)にも相談していない割合

性暴力被害について、どこ(だれ)にも相談していない割
合

「学校内子育てひろば」の設置校数

青少年国際交流事業参加者数(累計)

－34 －


